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研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市、陸前高田

市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度に研究に同意した被災

地住民約 1 万人に健康調査を実施することにより、健康状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、

①被災者に適切な支援を継続的に実施しようとすること、②追跡研究を実施することにより、震

災の健康影響を縦断的に評価できる体制を構築することである。 

平成 29 年度は、平成 23 年度から平成 29 年度に実施した被災者健康調査のデータを用いて、7

年間の健康状態の推移やその関連要因の検討を行った。その結果、被災者健康診査受診者におい

ては全体的に心身の健康状態は改善傾向が認められた。しかしながら、仮設住宅および災害公営

住宅居住者では、依然として健康状態や生活習慣、社会的支援に問題を抱える住民の割合が多い

ことなど、問題が残っていることが明らかになった。また、これまでに実施された被災者健診の

一部しか受診していない住民において、心筋梗塞、高血圧、糖尿病、現在喫煙、食事摂取不良な

どの健康リスクや経済的リスクを抱えている事が明らかとなった。今後も調査を継続し、支援を

行っていく必要がある。 

 

 

研究分担者 

 

祖父江憲 治 （岩手医科大学 学長） 

坂田  清 美 （岩手医科大学 衛生学公衆衛

生学講座 教授） 

小笠原邦 昭 （岩手医科大学 脳神経外科学

講座 教授） 

石橋  靖 宏 （岩手医科大学 内科学講座 

神経内科・老年科分野 講師） 

中村  元 行 （岩手医科大学 内科学講座 

心血管・腎・内分泌内科分野 

教授） 

滝川  康 裕 （岩手医科大学 内科学講座 

消化器・肝臓内科分野 教授） 

小山耕太 郎 （岩手医科大学 小児科学講座 

教授） 

酒井  明夫 （岩手医科大学 副学長） 

大塚耕太郎 （岩手医科大学 神経精神科学

講座 教授） 

鈴木るり子 （岩手看護短期大学 地域看護

学 教授） 

川上  憲人 （東京大学大学院 医学系研究

科 精神保健学分野 教授） 

西  信 雄 （医薬基盤・健康・栄養研究所 

国際産学連携センター セン

ター長） 

鈴木  康司 （藤田保健衛生大学 医療科学

部 臨床検査学科  教授） 

米澤  慎悦 （岩手県予防医学協会 事業推

進部 部長） 



 

2 

Ａ．研究目的 

東日本大震災の発災から 6 年以上が経過し

たが、被災者健診受診者の約 7 人に 1 人は未

だに仮設住宅、あるいは災害公営住宅で生活

しており、その中には精神的な不調や生活習

慣の問題、社会的支援の不足といった問題を

持つ者も多い。岩手県の被災地域は医療過疎

地で、以前から脳卒中死亡率や自殺死亡率が

高い地域である。被災地の住民は、震災によ

り、肉親・友人の喪失、住居の破壊、失業と

いった様々な変化を経験し、また将来に対す

る不安を継続して抱えており、こうしたスト

レスにより脳卒中や自殺死亡がさらに増加す

る可能性が高い状態にある。 

本研究班では、このような課題を抱える被

災地域の住民のうち、平成 23 年に研究参加へ

の同意が得られた約 1 万人の住民を対象に継

続的に健康調査を実施することにより、健康

状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、自

治体や保健医療機関と連携しながら被災者へ

の支援を実施している。 

一方で、本研究事業で実施している被災者

健診の受診率は年々低下しており、健康状態

を把握できていない住民が増加している。本

研究への参加に同意したが、平成 29 年度に健

診を受診しなかった者は、平成 23 年度の同意

者のおよそ 4 割となる約 4,582 名であった。

医療機関での治療等を理由とした未受診者や

被災地域外への転居者、就職したことにより

職場で健康診断を受けている者など、受診し

ない者の理由は様々である。未受診者の増加

により健診受診者の特性に偏りが生じている

可能性もある。被災者に適切な支援を提供す

るため、被災者健診を受診していない者の健

康状態を把握することが必要である。 

被災による健康影響としては脳卒中、心疾

患等の循環器疾患の発症やそれによる死亡、

うつや心的外傷後ストレス障害（PTSD）とい

ったメンタルヘルスの問題などさまざまなも

のが考えられる。 

脳卒中や心疾患といった循環器疾患の発症

については、我が国においては被災地域にお

ける大規模な罹患データによる調査は十分に

行われておらず、発災直後の急性期における

発症状況やその後の中長期的な影響は十分に

明らかになっていない。 

以上を踏まえ、平成 29 年度は大きく分けて

以下の 5 点について研究を行った。 

 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成 23 年度から平成 29 年度に実施した被

災者健康調査のデータを用いて、7 年間の健康

状態の推移や、現在の居住形態別の分析を行

った。健康状態は健康診査による血液検査や

呼吸機能検査の所見、歯科健診による口腔衛

生、質問紙調査によるメンタルヘルスの状態、

頭痛、生活習慣、高齢者の生活機能といった

多岐にわたる観点から把握し、検討した。 

また平成 29 年度は、平成 23 年度に血清の

保存に同意した対象者の血清サンプルを用い

た microRNA の測定について、昨年度 cDNA

の作成まで行った大槌地区の2085検体を用い

て、定量 PCR 法により miRNA の測定を行っ

た。さらに山田地区の約 1000 検体について、

血清から miRNAs 抽出し、抽出した miRNAs

を逆転写により cDNA の作成までの工程を行

った。 

 

２．東日本大震災被災者健康診断：5 年間の受

診継続状況別にみた対象者の特徴 

被災者健診の受診率は年々低下しており、

健康状態を把握できていない住民が増加して

いる。5 年目までの健診参加状況および健診

データに基づき、参加者特性別の特徴、健康

リスクを明らかにする。 

 

３．東日本大震災後の中長期的脳卒中罹患状

況について－岩手県地域脳卒中発症登録より

－ 

岩手県沿岸部では 2011 年の東日本大震災

後 1 ヶ月間の脳卒中罹患は増加したが、その

後の脳卒中罹患への影響は明らかでない。本

研究の目的は 2011 年の東日本大震災後の、中
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長期的脳卒中罹患状況を明らかにする事であ

る。 

 

４．被災者における K6 尺度の心理測定的特

性の検討 

大規模災害後の被災地域では、精神的問題

のスクリーニングが多く行われており、本研

究においても K6 をはじめとした自記式調査

票を用いた調査を実施している。しかし、平

成 24 年度の研究において、自然災害時の非日

常的状況では K6 による心理的ストレス反応

の回答パターンが平常時と異なっている可能

性が示されており、さらなる検討の必要性が

あると考えられた。本研究では構造化面接に

よる診断を外的基準として用いることで、被

災地における K6 の妥当性・回答特性につい

て検討する。 

 

５．被災地のこころのケアについて：東日本

被災者健診の受診者対応 

岩手県こころのケアセンターでは市町村に

おける東日本被災者健診の健診受診者のフォ

ローアップを支援している。本研究では、当

ケアセンターにおける東日本被災者健診の受

診者対応の把握を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

本研究班は、東日本大震災で甚大な被害を

受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市平田地

区、陸前高田市を対象に健康調査を実施した。 

ベースライン調査は、平成 23 年度に行われ

た。対象地域の 18 歳以上の全住民に健診の案

内を郵送し、健診会場にて研究参加の同意を

得た。平成 23 年度に実施したベースライン調

査には 10,475 人が参加した。平成 24 年度の

受診者数は 7,687人、平成 25年度は 7,141人、

平成 26 年度は 6,836 人、平成 27 年度は 6,507

人、平成 28 年度は 6,157 人、平成 29 年度は

5,893 人であった。 

健康診査の項目は、身長・体重・腹囲・握

力、血圧、眼底・心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。ま

た、大槌町では歯科健診および口腔衛生に関

する質問紙調査も実施している。 

問診調査の項目は、被災者の生活や健康状

態、心情を考慮し、時期に応じて項目の修正

を図ってきた。平成 23 年度の項目は震災前後

の住所、健康状態、治療状況と震災の治療へ

の影響、震災後の罹患状況、8 項目の頻度調

査による食事調査、喫煙・飲酒の震災前後の

変化、仕事の状況、睡眠の状況（アテネ不眠

尺度）、ソーシャルネットワーク、ソーシャ

ルサポート、現在の活動状況、現在の健康状

態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、

発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経済

的な状況）である。平成 24 年度には頭痛の問

診を追加した他、平成 25 年度は、震災による

死別や家屋被害、現在の居住環境についても

質問項目を追加した。平成 28 年度は教育（学

校に通った年数）、日中の眠気（エプワース

眠気尺度）の項目を追加した。65 歳以上の受

診者には平成 23 年度から活動状況等に関す

る追加調査を行っている。 

まず、平成 23 年度から平成 29 年度までに

7 回実施した被災者健診すべてを受診した者

を対象に、7 年間の健康状態、生活習慣、社

会的支援の推移を分析した。また、平成 29

年度の受診者を対象として、現在の居住形態

と健康状態、生活習慣、社会的支援の関連性

を検討した。 

頭痛に関する問診調査について、本年度の

研究は東日本大震災被災地域における頭痛の

関連因子がどのように変化してきたのかを検

討することを目的とし、震災前、 2012 年、 

2013 年、 2014 年、2015 年調査時の頭痛関連

因子を比較した。対象者を調査時点で頭痛を

持つ、「頭痛あり群」と、頭痛を持たない「頭

痛なし群」とに分け、年齢、性、喫煙、飲酒、

運動習慣、メタボリック症候群、避難所経験、

仮設住宅経験、ストレス、入眠困難、K6、PTSD、

友人の有無の独立変数によって両群を比較し

た。独立変数には、主として 2012 年調査にお
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いて、頭痛あり群と頭痛なし群の間に単変量

解析で有意差のあった項目を用いた。震災前

において得られているデータは年齢、性別、

喫煙飲酒習慣のみであり、震災前の解析には

これらを独立変数として用いた。 

血液検査について、東日本大震災の津波被

災者の震災後 5 年にわたる血圧変動について

検討した。発災前年の 2010 年から発災後 5

年目にあたる 2015 年まで、6 年連続して健康

診断に参加して収縮期血圧、拡張期血圧を測

定し、研究参加に同意を得た 2403 名を対象と

した。対象者は健康診断時に身体計測、心電

図、血圧、基本的な血液生化学検査を受け、

加えて家族歴、自覚症状、喫煙、飲酒、運動

などの生活習慣、服薬状況を含む病歴を確認

しており、対象期間中のいずれの健康診断時

にも降圧薬を服用していない降圧薬非服用群

1257 名について詳細に分析した。 

また被災者における血液検査値の異常につ

いての分析として、血液検査結果と BMI、飲

酒、握力、身体活動度との関連を検討した。

連続変数の群別の平均値の比較は一元配置分

散分析をカテゴリー変数の出現頻度の比較は

χ 二乗検定を用いた。2016 年の健診データに

ついて、2011-2015 各年の同時期に行われた結

果と比較して解析した。また、一部の症例で

は震災前年の 2010 年の健診データと比較し

た。 

食事摂取については前年度の研究において、

食事摂取不良と低ソーシャル・キャピタル

（SC）群の関連は、とりわけ女性で顕著であ

ることを見出した。そこで本年度の研究では、

食事摂取不良と SC の関連に性差が生じた要

因について検討することを目的とした。平成

25 年度に岩手県で実施された被災者健康診

断受診者 7,136 名のうち、欠損値のない 18 歳

以上の男女 6,732 名を解析対象とした。食事

摂取不良状況を目的変数として、SC に関する

4 つの質問（1：まわりの人々はお互いに助け

あっている、2：まわりの人々は信頼できる、

3：まわりの人々はお互いにあいさつをしてい

る、4：何か問題が生じた場合、まわりの人々

は力を合わせて解決しようとする）毎に、年

齢、暮らし向き、居住環境、こころの健康、

婚姻状況、地域を 1 要因ずつ説明変数として

投入しポアソン回帰分析を行った。 

大槌町における口腔保健関連調査では、初

回調査と 2016 年調査における残存歯、未処置

歯、処置歯および歯周病の状態を 10 歳毎の年

齢階級別に集計し、対象住民の 5 年間の口腔

内状況の変化を把握した。2013 年に WHO が

歯周疾患の指標である Community Periodontal 

Index (CPI)の診査基準を改訂し、健康増進法

に基づく歯周病検診でもその基準に合わせて

マニュアル改訂が行われたため、平成 28 年度

調査から従来の診査基準（従来法）に加えて

新基準（改訂法）でも評価を実施し、従来法

と改訂法の結果の比較検討を行った。平成 26、

27 年度の口腔カンジダ菌の検出結果を、両時

点で検出された者と単回検出者で菌量の比較

を行った。また口腔粘膜疾患について、初年

度有病率と 5 年発病率を把握し、その他の調

査項目との関連を検討することで、口腔粘膜

疾患に対する震災の影響を明らかにするとと

もに、地域住民に対して口腔粘膜疾患スクリ

ーニングを行うことの意義を検討した。また、

臨地判定結果と病理組織検査結果の一致度を

検討した。 

呼吸機能について、対象地域の住民約１万

人（男性：3,791 人、女性：6,021 人）を対象

として、震災のあった平成 23 年度の肺機能を

努力性肺活量、一秒量、一秒率により分析し

た。一秒率は一秒量/努力性肺活量 X100(%)と

して算定した。喫煙の有無、１日当たりの喫

煙量、気管支喘息、肺気腫、慢性気管支炎を

含む肺疾患の既往の有無、アレルギーの有無

に関して、他疾患の既往や生活習慣に関する

質問票とともにアンケート調査を施行して回

答を得た。多群間の有意差は oneway ANOVA

を、２群間の有意差はＴ検定にて解析した。

また呼吸機能については、2011 年度から 2016

年度まで経時的に追跡できた 4289 人の肺機

能障害についても比較検討を実施した。肺機

能測定値の分布が非正規分布型であったため、
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対応のある 3群以上のデータに Friedman 検定

を用いて分析した。また喫煙行動の変化によ

る肺機能率の変化について分析した。 

miRNA の解析については、本年度は研究参

加同意者 10,374 人のうち、平成 28 年度に

miRNA 抽出を終了している大槌地区の 2085

名分のサンプルを血清 miRNA の測定対象と

した。また山田地区の約 1000 検体については、

血清から miRNA の抽出、逆転写により cDNA

の作成作業を行った。血清 miRNAs の抽出は、

NucleoSpin® miRNA Plasma（TAKARA BIO）

を用いた。また、抽出過程において外部コン

トロールとして 5nM の Syn-cell-miR39 mimic

を 5μl 加えた。最後に RNase-free water を 20μl

添加し、RNA 液として-80℃にて保存した。

RNase- free water で溶解した RNA 抽出液の

うち、6μl を逆転写反応に用いた。逆転写反応

は精製した RNA、5×miScript HiFlex buffer、

10×Nucleics Mix 、 miScript  Reverse 

Transcriptase Mix を含む miScriptⅡRT Kit

（Qiagen, Valencia, CA, USA）を用いて全量を

10μl とした後、2720 Thermal Cycler（Applied 

Biosystem, Foster City, CA, USA）にて加温して

cDNA を生成した。逆転写反応後、TE バッフ

ァー（1 M Tris-HCl, 0.5 M EDTA, pH 8.0）を等

量添加した。血清 miRNAs の cDNA 液として

‐ 80℃にて保存している。血清 miRNA

（miR-126、miR-197、miR-223）の測定には、

定量リアルタイム PCR 法を用いた。定量リア

ルタイム PCR は cDNA、2× QuantiTect SYBR 

Green PCR Master Mix、miScript Universal 

Primer、RNase-free water を含む miScript SYBR 

Green PCR Kit を用いた。 

 

２．東日本大震災被災者健康診断：5 年間の受

診継続状況別にみた対象者の特徴 

平成 23 年度の大槌町健診受診者 2,034 名を

対象に、平成 27 年度までの 5 年間の健診全て

受診（全部受診者）、初回並びに以降１回以

上受診（一部受診者）、初年度のみ受診（初

年度のみ受診者）に分類して分析した。参加

状況別に、ベースライン時の年齢、性別、被

害状況、現在の仕事の状況（震災による変化

の有無）、住居形態、現在の暮らし向き、移

動回数（1-2 回・3 回以上）、BMI、既往歴、

現病歴、喫煙、飲酒、運動、食事摂取状況、

主観的健康感、心理的苦痛（K6）、社会的孤

立（Lubben のソーシャルネットワーク尺度）

を対象項目として、単変量解析にて有意水準

<.20 で有意であった項目を投入して、多項ロ

ジステイック回帰分析により解析した。全部

受診者をレファレンスとし、それぞれの参加

状況のオッズ比（95％信頼区間）を求めた。 

 

３．東日本大震災後の中長期的脳卒中罹患状

況について－岩手県地域脳卒中発症登録より

－ 

岩手県の全市町村を沿岸部と内陸部に分け、

2008 年から 2014 年まで悉皆調査を行った岩

手県地域脳卒中発症登録データを用いて、震

災前年の 2010 年を基準とした脳卒中の標準

化罹患比を算出し、その推移を比較して検討

した。さらに若年者群と高齢者群、浸水被害

軽微地域群と甚大地域群のサブグループに分

けて 2010年基準の 2011年および 2012年の標

準化罹患比を算出して検討した。 

 

４．被災者における K6 尺度の心理測定的特

性の検討 

東日本大震災で被害を受けた岩手県沿岸部

の一自治体の仮設住宅における調査データと、

関東を除く東日本地域住民における調査デー

タを利用して、構造化面接（WHO 統合国際

診断面接）による気分・不安障害の過去 12

ヵ月診断（大うつ病性障害、気分変調性障害、

パニック障害、全般性不安障害、PTSD のい

ずれか 1 つ以上）を外的基準とした、被災地

域における K6 の妥当性および回答特性につ

いて検討した。面接を完了し、K6 への回答に

欠損のない仮設住宅住民 235 人および東日本

地域住民 807 人のデータを分析した。 

 

５．被災地のこころのケアについて：東日本

被災者健診の受診者対応 
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こころのケアセンターにおける東日本被災

者健診の活動内容及び対応者の傾向を平成

24 年度から 29 年度にかけて継続的に調査し

た。こころのケアセンターの対応状況、対応

者の特徴や対応結果、フォロー方法、相談背

景、相談主訴の推移等について分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデー

タを扱う。データの使用にあたっては、被災

者本人に対して、研究の目的・方法等の趣旨、

及び個人情報が公表されることがないことを

明記した文書を提示し、口頭で説明した上で

インフォームドコンセントを得た。同意者に

は同意の撤回書を配布し、同意の撤回はいつ

でも可能であり、撤回しても不利益を受けな

い旨を伝えた。 

本調査によって得られた個人情報は、岩手

医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電子施

錠しているデータ管理室と被災者健診のため

に新たに設置した情報管理室に厳重に管理し

ている。データ管理室と情報管理室は許可さ

れた者以外の出入りが禁止されている。出入

りは ID カードによって施錠管理されている。

電子化された情報は情報管理室のネットワー

クに接続されていないパソコンで管理されて

いる。解析には個人情報を削除したデータセ

ットを用いる。 

本研究の実施にあたっては、対象者の負担

の軽減及び結果の効率的な活用の観点から、

必要に応じ、他の「東日本大震災における被

災者の健康状態等及び大規模災害時の健康支

援に関する研究」とのデータや結果の共有等

の連携を行う。また、本研究は厚生労働省・

文部科学省の「疫学研究の倫理指針」および

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」に従って実施している。なお本研究は、

岩手医科大学の倫理委員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成 23 年度の健診受診者数は 10,475 人、

平成 24 年度は 7,687 人、平成 25 年度は 7,141

人、平成 26 年度は 6,836 人、平成 27 年度は

6,507 人、平成 28 年度は 6,157 人、平成 29 年

度は 5,893 人であった。 

平成 23 年度から平成 29 年度までに 7 回実

施した被災者健診すべてを受診した者 4,234

人を対象に、7 年間の健康状態、生活習慣、

社会的支援の推移を分析したところ、心の健

康、睡眠の問題、主観的健康状態、飲酒、喫

煙、社会的支援の不足といった指標において、

初年度以降、問題を有するものの割合は減少、

あるいは横ばいの推移となっていた。しかし

ながら、高血圧、糖尿病の有所見者は徐々に

増加している傾向がみられ、運動量が基準値

以上の者の割合は、2014 年をピークとして減

少傾向となっていた。また、居住形態と健康

状態、生活習慣、社会的支援の関連性の検討

においては、プレハブ・みなし仮設住宅、お

よび災害公営住宅の居住者で、男性では心の

健康や睡眠、主観的健康状態に問題がある者、

脂質異常症有所見者、喫煙者、運動量が少な

い者、社会的支援が不足している者の割合が

多い傾向が認められた。女性でも男性同様に

プレハブ・みなし仮設住宅、および災害公営

住宅の居住者で心の健康や睡眠に問題がある

者が多く、高血圧の有所見者、喫煙者、運動

量が少ない者、社会的支援が不足している者

が多い傾向が認められた。 

頭痛の頻度は 2012 年から 2015 年にかけて

25.4%、20.5%、19.9%、17.2%と有意に減少し

てきた。震災後のいずれの時期においても低

年齢、女性、K6 高値であること、ストレス、

睡眠障害、震災関連 PTSD 関連因子を持つこ

と、飲酒量が少ないこと、仮設住宅居住経験

を持つこと、避難所居住経験があることが頭

痛を持つことに関連していた。頭痛を持つこ

とに関する関連因子は調査期間を通じて大き

な変化は認めなかった。しかし、震災関連

PTSD 因子を持つ頻度の変化は頭痛の頻度変

化に一年先行していた。 

高血圧者は 2010 年の 48.9%から 2015 年の
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54.6%へ 5.7%増加した（P for trend<0.001）。

降圧薬非服用群のうち、至適血圧群は 2010

年の 47.7%から 2015年の 43.5%へ 4.2%減少し

た（P for trend=0.007）。降圧薬非服用群の収

縮期血圧は 2010 年の 121.1±16.6mmHg から

2015 年 の 123.4±17.7mmHg へ 増 加 し た

（ P<0.001 ） 。 拡 張 期 血 圧 は 2010 年 の

70.7±10.0mmHg か ら 2015 年 の

72.9±10.2mmHg へ増加した（P<0.001）。東日

本大震災の津波被災地の一般住民の血圧は中

長期的に上昇した。 

血液検査異常の割合は、肝障害 (16.0%)、

脂質異常 (41.0%)、耐糖能異常 (28.6%)が高く、

その頻度は過去 6 年間を通じて変化なかった。

いずれの異常も肥満、飲酒との間に強い関連

が認められ、生活習慣との関連が示唆された。

一方で、2013 年よりアルブミン低下、男性の

貧血の頻度が増加傾向にあった。貧血はアル

ブミン低下、体重減少の他に握力低下との関

連が認められ、栄養障害およびサルコペニア

との関連が示唆された。握力低下は身体活動

度の低下とも関連が認められた。 

食事摂取については、SC に関する 4 つの質

問（1：まわりの人々はお互いに助けあってい

る、2：まわりの人々は信頼できる、3：まわ

りの人々はお互いにあいさつをしている、4：

何か問題が生じた場合、まわりの人々は力を

合わせて解決しようとする）のうち、SC 質問

1、2、4 では男女ともに食事摂取不良は低 SC

と有意に関連していたが、SC 質問 3 の分析で

は女性でのみ食事摂取不良が低 SC と有意な

関連があり、男性では、SC よりも婚姻状況、

地域が食事摂取不良と強く関連していた。 

口腔衛生状態については、すべての年代で

未処置歯は減少し、処置歯は増加していた。

また、残存歯数は 80 歳以上を除く年代で増加

していた。また、歯周病についてはすべての

年代で歯周ポケットや動揺歯を持つ者の割合

が減少していた。CPI の従来法と改訂法によ

る診査結果の比較では、改訂前の基準では歯

肉出血が記録されないコード 2、3、4 で改訂

後の基準により、それぞれ 52.9％、62.9%、

76.1％の者にピロービング時の歯肉出血

（BOP）が認められた。新基準の歯周ポケット

コード別に BOP のある者の割合を比較した

結果、有意な差が認められ、歯周ポケットが

深い者では出血も多く認められることが示さ

れた。平成26年と27年の比較検討した結果、

両年度調査でカンジダ菌が検出された者はい

ずれの菌腫においても菌量が多かった。ROC

分析では、1.1 log CFU/ml 付近をカットオフ値

とした場合に両年度とも検出される者が高い

尤度比で識別可能であった。口腔癌、白板症、

OLP の初年度有病率はそれぞれ千人当たり

1.0、4.5、3.0 であった。また、5 年間の発病

率は、それぞれ 0.3、6.6、3.7 千人年で、合計

10.4 千人年であった。白板症と OLP の年齢調

整発病率はそれぞれ 3.9、2.5 千人年であり、

平常時に他地域で行われた 3 年コホート調査

結果と比べて高い値であった。臨地判定結果

と病理組織検査結果の比較では、口腔扁平苔

癬の一致率が低かった。また、白板症と判定

されたもので癌だったのが 1 例存在した。口

腔粘膜疾患全体の陽性的中度は 95.5％であっ

た。 

肺機能障害については、初年度健診結果の

分析において、閉塞性換気障害の指標である

一秒量 (%) は各世代間で有意差があり

（p<0.001, One-way ANOVA）、若年世代で標

準値に対してより低い傾向が見られた。また、

拘束性換気障害の指標である肺活量(%)も、各

年代間で有意差が認められ、同様に若年世代

で標準値に対してより低い傾向が見られた。

（p<0.001, One-way ANOVA）。男女別の検討

では、男性の一秒量(%)の平均値は日本人の標

準値より全ての年代で低値であった。一方、

女性の一秒量(%)の平均値はほぼ全ての年代

で上回った。各年代間の男女間の一秒量(%)

の比較では、ほぼ全ての年代で有意に男性の

一秒量(%)が低値であった。喫煙の影響に関し

て、一秒量(%)は喫煙量に従い低下がみられた。

喫煙者を除いた住民で、各年代間の男女間の

一秒量(%)の比較においても、ほぼ全ての年代

で有意に男性の一秒量(%)が低値であった。 
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2011-2016 年度の調査における予測肺活量

(%)、一秒率(%)、予測一秒量(%)を、初回から

現在まで追跡可能であった男女 4289 人につ

いて比較した結果、予測肺活量(%)、一秒率(%)、

予測一秒量(%)全てにおいて有意な変化を認

めた（全て p<0.001）。一秒率(%)は一貫して

減少傾向を認めているが、予測肺活量(%)およ

び予測一秒量(%)では 2015 年度まで増加傾向

を示し、2016 年度はやや減少傾向に転じた。

喫煙行動の変化による肺機能率の変化につい

ては、2010 年度まで Current smoker であった

が 2011 年度以降に禁煙し維持した者の肺機

能を 2016 年度まで追跡結果では、予測肺活量

(%)は増加傾向を示しておりその変化には有

意差が認められた（p＝0.029）一方、予測一

秒量(%)の増減には有意差が認められなかっ

た（p＝0.310）。 

血清 miRNAs の解析は大きく分けて①血清

からの miRNAs 抽出、②miRNAs を逆転写し

cDNA を作成、③定量 PCR による測定、とい

う３つの工程を必要とする。平成 29 年度は研

究計画通り、大槌地区の 2085 検体の血清サン

プルを用いて、③定量 PCR により血清miRNA

（miR-126、miR-197、miR-223）の測定を終了

した。また山田地区の約 1000 検体の血清

miRNAs 抽出作業についても終了した。 

 

２．東日本大震災被災者健康診断：5 年間の受

診継続状況別にみた対象者の特徴 

2011 年から 2015 年の健診において、全部

受診者は 1,042 名（51.2％）、一部受診者は

695 名（34.2％）、初年度のみ受診者は 297

名（14.6％）であった。 

全部受診者と比較し、一部受診者において、

心筋梗塞［オッズ比（95％信頼区間）：4.32

（1.32-13.62）］、高血圧［1.55（1.14-2.12）］、

糖尿病［1.06-2.66）現在喫煙［1.55（1.14-2.12）］、

食事摂取不良［1.67（1.20-2.33）］が高かった。

さらに、全部参加者と比較し、初年度のみ受

診者では、現在の暮らし向き［1.30（1.06-1.60）］、

糖尿病［1.64（1.17-2.31）］、現在喫煙［1.76

（1.30-2.40）］、食事摂取不良［1.34（1.07-1.68）］

が高かった。 

 

３．東日本大震災後の中長期的脳卒中罹患状

況について－岩手県地域脳卒中発症登録より

－ 

沿岸部男性の標準化罹患比は、2010 年基準

で震災前の 2008 年 1.03、2009 年 1.05 と有意

ではないが高く、震災後の 2011 年は 1.09 と

有意に高く、2012 年 0.90、2013 年 0.86、およ

び、2014 年 0.89 と、それぞれ有意に低かった。

沿岸部女性では、震災前 2008 年 1.10、2009

年 1.00、震災後は 2011 年 0.96、2012 年 0.95、

2013 年 0.89、および、2014 年 0.87 と徐々に

低値となっていた。内陸部男性と内陸部女性

の標準化罹患比は徐々に低くなっており、

2011 年前後の大きな変化は認めなかった。

2011 年の沿岸部男性の標準化罹患比は全て

のサブグループで 1 以上であった。2012 年の

沿岸部男性の標準化罹患比はほぼ全てのサブ

グループで 1 未満であり、特に高齢者で 0.86、

被害甚大地域居住者で 0.79、被害甚大地域居

住の高齢者では 0.76 と、それぞれ有意に低値

であった。 

 

４．被災者における K6 尺度の心理測定的特

性の検討 

本研究の対象者のうち、仮設住宅住民群で

14人（6.0%）、東日本地域住民群で22人（2.7%）

がいずれかの診断に該当していた。構造化面

接によるいずれかの気分・不安障害の診断を

外的基準とした K6 の AUC は、仮設住宅住民

群において 0.69（95%信頼区間：0.53-0.86）、

東日本地域住民群において 0.71（0.60-0.83）

であった。また K6 の得点（0-4、5-8、9-12、

13-）ごとの層別尤度比（SSLR）は、仮設住

宅住民群で 0.63（95%信頼区間：0.38-1.04）、

1.44（0.55-3.76）、1.58（0.31-8.03）、15.79

（ 3.96-62.94）、東日本地域住民群で 0.64

（0.44-0.93）、2.74（1.39-5.43）、2.16（0.64-7.29）、

10.19（2.59-40.07）であり、低～中得点群にお

いて、仮設住宅住民群で低値となった。 
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５．被災地のこころのケアについて：東日本

被災者健診の受診者対応 

平成 24 年度は、1 町へ協力し、健診受診者

2,294 名中、335 名（14.6％）、平成 25～28

年度では 2 市 2 町へ協力し、平成 25 年度は、

健診受診者 7,136 名中 376 名（5.3％）、平成

26 年度では、健診受診者 6,720 名中 479 名

（7.1％）、平成 27 年度は健診受診者 6,507 中

479 名（5.3％）、平成 28 年度は健診受診者

6,157 名中 374 名（6.1％）、平成 29 年度は、

前半日程（1 市 2 町）において概算値で 3,990

名中 263 名（6.6％）の面接を行った。面接結

果では、今後もフォローが必要な方が、平成

24 年度では 20 名（6.0％）、平成 25 年度では

47 名（12.5％）、平成 26 年度では 43 名（9.0％）、

平成 27 年度では 31 名（8.9％）、平成 28 年

度では 41 名（11.0％）、平成 29 年度前半日

程では 0 名（0％）だった。こころのケアセン

ターが対応したケースは多くが高得点者であ

り、一部高得点者ではないが保健師等から見

てフォローが必要なケース、本人の相談希望

があったケースも含まれていた。検知される

症状の背景には健康問題だけでなく、家族・

家庭問題、失業・就労問題、近親者喪失、住

環境の変化など、被災者の直面している現状

が反映されていた。 

 

Ｄ．考察 

本年度は、平成 23 年度から平成 29 年度に

かけて収集してきた健診および質問紙調査の

データを用いて、被災地住民に生じている健

康課題を様々な点から明らかにした。 

7 年間の健康状態、生活習慣、社会的支援

の推移を分析したところ、多くの指標で問題

を有するものの割合は減少、あるいは横ばい

の推移となっており、全体としては被災者の

生活は落ち着きを取り戻しつつあることがう

かがえた。一方で高血圧、糖尿病の有所見者

は徐々に増加している傾向がみられ、また運

動量が基準値以上の者の割合は、2014 年をピ

ークとして減少傾向となっている。こうした

傾向は対象者が高齢化しつつあることも要因

の一つであると考えられるが、このような有

所見者に対して必要な支援を行っていく必要

があると考えられる。 

居住形態と健康状態、生活習慣、社会的支

援の関連性を検討した結果、男性ではプレハ

ブ・みなし仮設住宅、および災害公営住宅の

居住者で心の健康や睡眠、主観的健康状態に

問題がある者、脂質異常症有所見者、喫煙者、

運動量が少ない者、社会的支援が不足してい

る者の割合が多い傾向が認められた。女性で

も男性同様にプレハブ・みなし仮設住宅、お

よび災害公営住宅の居住者で心の健康や睡眠

に問題がある者が多く、高血圧の有所見者、

喫煙者、運動量が少ない者、社会的支援が不

足している者が多い傾向が認められた。平成

28 年度から回答選択肢に区分が追加された

災害公営住宅の居住者は、プレハブ・みなし

仮設住宅の居住者と同様に、震災前と同じ住

居に居住している者にくらべて多くの健康問

題が認められた。プレハブ・みなし仮設住宅、

および災害公営住宅の居住者においては、心

の健康、睡眠の問題や、喫煙者、運動量が少

ない者、社会的支援が不足している者が多い

傾向が男女ともにみられ、引き続きケアが必

要であると考えられた。近年、対象地域では

仮設住宅から災害公営住宅、あるいはその他

の住居への移行が進んでおり、今後はそのよ

うな住居の変化に伴う影響についても検討を

予定している。 

頭痛については、震災前に比較して震災 1

年後の 2012 年には頭痛を持つ率が増加して

おり、その後は低下傾向を示した。この変化

には震災前後の対象者自身の要因または周囲

環境要因になんらかの変化があったためと考

えられる。しかし、生活習慣、身体因子、住

居因子、精神的因子、震災関連 PTSD 因子に

ついて頭痛を持つ群と頭痛を持たない群とで

比較しても有意差の傾向は継時的に見て大き

な変化はなかった。そこで、継時的な頻度変

化をみると、頭痛の頻度と震災関連 PTSD 因

子を持つ頻度との間に、一年間ずれた変化が

見られた。すなわち、頭痛の頻度は震災関連
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PTSD因子の頻度に一年遅れて低下していた。 

震災後の血圧変動については、高血圧者が

増加する一方で、高血圧者と定義されるが降

圧薬を服用していない人は減少していた。震

災後の支援等により被災地の降圧治療環境が

改善し、高血圧者に対して十分な降圧療法が

行われるようになった可能性がある。降圧薬

非服用群を血圧測定値により、至適血圧群、

高血圧前症群、高血圧群の 3 群に分類すると、

震災後中長期的には至適血圧群が減少してい

ることが示された。また、降圧薬非服用群の

血圧測定値も収縮期血圧、拡張期血圧ともに

震災後中長期的に増加していることが示され

た。これは震災の直接の影響で精神的ストレ

スと生活環境の変化が起こり、災害急性期に

血圧が上昇すると考えられている。さらに、

被災地の復興が遅れ、震災により二次的に生

じた生活環境の変化が長期にわたって影響し

たため、震災後中長期的に血圧が上昇したと

考えられる。しかし、高血圧群の血圧測定値

は改善が見られた。これは、被災地で健康増

進活動が展開されるようになり、特にハイリ

スク者を中心に生活環境改善の介入が行われ

たことが影響したと考えられた。 

発災直後の 2011 年の健診で認められた肝

障害は飲酒と関連があり、その背景に被災に

伴う生活苦や精神障害が伺われた。しかし、

翌年の 2012 年から一貫して認められている

肝障害、脂質異常症、耐糖能異常は発災前と

頻度に大きな差はなく、生活習慣に起因する

全国の一般的な傾向と同様の異常と考えられ

た。2013 年以降の検診結果では、男性の低色

素性の貧血の頻度が増加していることが見出

され、低栄養の他、消化性潰瘍等の合併が原

因として示唆され、震災後の新たな問題とし

て注目された。低栄養、サルコペニア、貧血

といった健康障害が被災者の一部で拡大しつ

つあると考えられ、全体としては飲酒習慣、

肥満傾向に伴う検査値異常が多い中で、5-8%

程度とはいえ低栄養、身体活動低下と関連し

た貧血が増加傾向にあることが判明した。こ

のことは被災者に対して、個別にきめ細かな

健康指導が必要であることを示している。 

食事摂取については、SC 質問 1、2、4 では

男女ともに食事摂取不良は低 SC と有意に関

連していたが、SC 質問 3「まわりの人々はお

互いにあいさつをしている」の分析では女性

でのみ食事摂取不良が低 SC と有意な関連が

あり、男性では、SC よりも婚姻状況、地域が

食事摂取不良と強く関連していた。以上より、

SC スコアでの関連の性差は、SC 質問 3 の関

連の性差に起因することが示唆された。分析

を行った結果、男性では SC よりも食事摂取

状況と強く関連している要因として婚姻状況

および地域が見出された。SC に性差がある背

景には、「男性は仕事、女性は家庭」といっ

た昔ながらの日本の性別役割分業や、日本人

女性は男性に比べて地域社会に帰属しやすい

ことが影響したと考えられる。 

口腔関連保健状況について、平成 23 年の初

回調査と5年後の平成28年の結果を比較する

と、齲蝕、歯周病、歯の喪失とも、特に中高

年世代で改善が著明であった。WHO の歯周

組織検査基準の改訂に伴い、同調査でも新た

な基準を取り入れたところ、改訂法では歯周

病の活動性を表すプロービング時に歯肉出血

がもれなく記録されるようになっていた。口

腔カンジダ菌に関する複数回調査の分析から、

同真菌の口腔からの安定した検出には、ある

程度の菌量が必要であることが示され、今後、

周術期の口腔管理など、臨床に適用すべき資

料となった。口腔粘膜疾患の 5 年追跡調査結

果では、年齢調整した白板症、口腔扁平苔癬

（OLT）の発病率が日本で調査された既報に比

べて高く、震災の口腔粘膜疾患発生への影響

が示唆された。臨地調査結果と病理組織検査

との比較では、癌、白板症、OLT を合わせた

臨地調査の陽性的中率は 95.5%と非常に高く、

また癌については潰瘍形成のない上皮内癌の

段階で検出されていたことから、本調査で行

われた口腔粘膜疾患の定期的スクリーニング

の地域住民の口腔保健に対する寄与は大きい

ものと考えられた。 

肺機能障害については、平成 23 年度健診結
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果に基づく各年代別肺機能解析により、閉塞

性障害の指標である一秒量(%)の平均値は男

性において全ての年代で日本人の標準値を下

回った。その平均値は 30 代以下の若年世代と

60 代より上の高齢者世代で特にその低下が

著しかった。我が国における閉塞性障害の原

因となる主なものに喫煙がある。本研究にお

いても喫煙及び喫煙量は一秒量(%)の低化に

大きな影響を与えていた。各年代別性別肺機

能解析の結果では 10 代を除いた全ての年代

で男性の一秒量(%)は女性のそれより有意に

低値であった。喫煙率は男性で有意に高いこ

とがわかっている。したがって男女間の一秒

量(%)の差の原因として喫煙が考えられるた

め、非喫煙者においての男女間の年代別一秒

量(%)の比較を行ったが、喫煙者を含めた解析

と同様に、10 代を除いた全ての年代で男性の

一秒量(%)は女性のそれより有意に低値であ

った。したがって被災地の男性住民に見られ

る閉塞性障害は喫煙以外にもたらされたもの

である可能性がある。 

経年分析では、2015 年までの調査では男女

別においても予測肺活量(%)及び予測 1 秒量

(%)の有意な増加がみられた一方、2016 年は

予測肺活量及び予測一秒量ともに減少傾向に

転じた。肺機能に重大な影響を与える喫煙状

況に着目すると、2011 年に一時的な増加を見

せた喫煙率が 2012 年からすでに減少し、2013

年以降も減少傾向は続き、2016 年には震災前

よりもさらに低い喫煙率(20.8%)を示した。喫

煙状況の改善に関わらず 2016 年における肺

機能は低下しており、肺機能低下には喫煙以

外の要因（呼吸機能手技への慣れや飽き、被

災状況による粉塵、運動不足など）の関連が

示唆された。今後もさらに詳細な検討を継続

し、肺機能と喫煙率の傾向の確認を行うとと

もに関連要因を検討する重要性が高まってい

る。 

microRNA については、平成 29 年度は計画

通り大槌地区の 2085 検体の血清 miRNA

（miR-126、miR-197、miR-223）の測定が終了

した。また山田地区の約 1000 検体については、

血清からの miRNAs 抽出ならびに miRNAs を

逆転写し cDNA を作成する工程が終了した。

次年度は、血清 miRNA の測定に加え、血清

miRNA データとベースラインデータとマー

ジしたデータベースを利用して、被災などに

よるストレスの程度や疾患発症との関連につ

いても解析をすすめていく。 

被災者健診の受診状況に基づく分析では、

全部受診者と比較し、一部受診者及び初年度

のみ受診者の健診中断者は、疾患や生活習慣

不良の健康リスクや経済的リスクを抱えてい

る事が明らかとなった。特に、一部受診者及

び初年度のみ受診者に共通していたのは糖尿

病、現在喫煙、食事摂取不良であった。対象

者の参加状態が年々変化している中で、健診

中断者に対し、健康状態の把握と食事摂取不

良対策を含めた生活改善指導の必要性が明ら

かになった。 

岩手県こころのケアセンターにおける東日

本被災者健診の対応については、それぞれの

市町村のニーズに基づいて、健診の場での対

応、ハイリスク者への訪問、相談室への紹介

などの対応を行っていた。対応したものの抱

える問題は、健康問題が当然ながら多いが、

その他、経済的問題や、遺族としての悩み、

家庭家族問題など被災者が直面している問題

がその背景にあるものも存在していた。つな

がれるケースは不眠、身体症状、抑うつ症状

を抱えているものが依然として多かった。 

脳卒中罹患率は、沿岸部男性では震災年に

有意に増加し、震災翌年以降は有意に減少し

ていたが、沿岸部女性および内陸部では男女

ともに震災年及び震災翌年のあきらかな増減

は認めなかった。今回の結果は言い換えれば、

震災直後の避難所生活の期間の脳卒中罹患は

増加し、災害仮設住宅に転居後は特に浸水被

害甚大地域の高齢男性で大幅に減少していた

と言える。震災翌年以降の脳卒中罹患率の抑

制が続いているのは、被災地域における支援

活動や医療政策が影響しているものと思われ

た。 

被災地における K6 の妥当性および回答特
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性の検討については、仮設住宅住民群におい

て、東日本地域住民群よりも K6 の AUC がや

や低値となった。K6 の得点ごとの SSLR は、

低～中得点群においては仮設住宅住民群で低

値となり、高得点群においてのみ仮設住宅住

民群で高値となった。平成 24 年度の研究にお

いて、被災者では K6 に対する軽度の心理的

ストレス反応の増加が K6 の尺度得点を増加

させ、また測定における精度を低下させてい

る可能性が示されている。被災地域における

K6 の使用においては、特に低～中得点群にお

いて、弁別力に留意する必要があると考えら

れた。 

 

Ｅ. 結論 

本年度は、平成 23 年度から平成 28 年度に

かけて収集してきた被災者健診および質問紙

調査のデータを用いて、被災地住民の健康状

態の推移や関連要因、現在生じている健康課

題を様々な観点から明らかにした。 

被災者健診受診者においては、男女ともに

心の健康、睡眠の問題、主観的健康状態、飲

酒、喫煙、社会的支援の不足といった多くの

指標で、初年度以降、問題を有するものの割

合は減少、あるいは横ばいの推移となってお

り、全体としては被災者の生活は落ち着きを

取り戻しつつあることがうかがえた。しかし

ながら、高血圧、糖尿病の有所見者は徐々に

増加している傾向がみられ、また運動量が基

準値以上の者の割合は、2014 年をピークとし

て減少傾向となっていた。居住形態と健康状

態、生活習慣、社会的支援の関連性の検討に

おいては、仮設住宅、および災害公営住宅の

居住者で、震災前と同じ住居に居住している

者とくらべて健康状態、生活習慣、社会的支

援の問題が男女ともに多くみられ、引き続き

重点的なケアが必要であると考えられた。 

頭痛の有所見率については、全体としては

改善傾向にあった。頭痛の関連因子について

は、調査期間を通して頭痛を持つ群は若年で、

女性に多く、精神的因子、PTSD 関連因子を

持つ頻度が髙く、メタボリック症候群、飲酒

習慣、友人を持つ頻度が低かった。また頭痛

頻度の変化は、1 年前の震災関連の PTSD 関

連因子頻度の変化と並行していた。 

高血圧者については、被災地支援等により

一部のハイリスク者の改善が認められるもの

の、被災地の一般住民の血圧は中長期的に上

昇したと考えられた。血圧上昇は心血管イベ

ントの重要なリスク因子であり、心血管イベ

ントを抑制するために、長期的な血圧管理が

今後も必要と考えられた。 

検査値異常の分析からは、被災地域全体と

して、飲酒習慣、肥満傾向に伴う血液検査異

常が多い中で、低栄養、身体活動低下に伴う

貧血が混在していることが判明した。被災者

個々の状態に応じたきめ細かな健康指導が必

要と考えられた。 

今回の肺機能の解析から、日本人の平均値

と比べ被災地住民男性の特に閉塞性肺機能障

害の指標である一秒量(%)の低下が全ての世

代において認められた。特に 30 才代以下の若

年と 60 才以上の高年者の閉塞性障害が著し

く、原因の検索及び今後の動向の観察が重要

と考えられる。また経年分析の結果から、予

測肺活量(%)、予測 1 秒量(%)ともに 2015 年ま

での有意な変化を伴う増加傾向がみられたが、

2016 年度は一転して減少傾向が認められた。

肺機能低下には喫煙以外の要因の関連が示唆

された。 

健診受診状況別の分析においては、継続受

診者と比較して、一部受診者、初年度のみの

受診者において、身体疾患の有所見者や生活

習慣に問題がある者の割合が多く、健診中断

者に対する健康状態の把握と生活改善指導の

必要性が明らかになった。 

口腔衛生状態については、2011 年から 2016

年までの 5 年間の残存歯、齲蝕、歯周病につ

いて分析したところ、住民の口腔内状況は改

善しており、被災地域の歯科医療供給体制の

良好さが示唆された。口腔粘膜疾患は 5 年の

観察期間を通してコンスタントに検出され、

病理組織検査との一致率も高かったことから、

口腔粘膜疾患の定期的スクリーニングの住民



 

13 

の口腔保健への寄与が示された。 

東日本大震災被災者における食事摂取不良

と SC スコアの関連の性差は、個別の SC（ま

わりの人々はお互いにあいさつをしている）

との関連が女性でのみ有意にみられたことに

起因する可能性が示唆された。男性では SC

よりも食事摂取状況と強く関連している要因

として婚姻状況および地域が見出された。 

東日本被災者健診におけるこころの健康の

調査部分は、市町村が岩手県こころのケアセ

ンターと連携して実施するフォローアップに

活用されており、被災地保健医療事業を進め

るうえでも役立つものであった。被災地住民

や各地の心理的危機にある方々への支援が行

き届くような仕組みづくりが推進される体制

の構築が進められており、地域が再構築され、

地域住民がこころの豊かな生活を安心して享

受できる社会につながる取組を提供していく

ためには、長期的な視点で事業を継続してい

く体制が必須であると考えられた。 

脳卒中罹患率は、沿岸部男性では震災年に

有意に増加し、震災翌年以降は有意に減少し

ていたが、沿岸部女性および内陸部では男女

ともに震災年及び震災翌年のあきらかな増減

は認めなかった。 

被災地域における K6 による心理的ストレ

ス反応の測定については、特に低～中得点群

において、一般集団と比較して弁別力が低く

なっている可能性に留意する必要があると考

えられた。 

miRNA については、研究参加同意者のうち、

大槌地区 2085 名の血清 miR-126、miR-197、

miR-223 の測定が終了し、山田地区の約 1000

名の血清からの miRNAs 抽出ならびに

miRNAs を逆転写し cDNA を作成する工程が

終了した。 

今後も調査を継続し、支援を行っていくと

ともに、震災後の被災者の健康状態やそのケ

アについての知見を蓄積していく必要がある。 
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